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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

４．第37期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額の算定に当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当

たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

回次 第35期 第36期 第37期 第38期 第39期 

決算年月 平成13年９月 平成14年９月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 

売上高（千円） 4,229,226 4,649,925 4,570,503 4,583,678 4,592,977 

経常利益（千円） 253,424 306,683 312,926 326,021 260,848 

当期純利益（千円） 122,805 143,267 152,170 145,840 140,650 

持分法を適用した場合の投資

利益（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 396,200 396,200 396,200 396,200 396,200 

発行済株式総数（株） 3,920,000 3,920,000 3,920,000 3,920,000 3,920,000 

純資産額（千円） 2,388,965 2,488,207 2,572,334 2,639,928 2,719,518 

総資産額（千円） 3,468,404 3,710,680 3,855,609 3,891,433 3,842,600 

１株当たり純資産額（円） 609.43 634.75 654.81 672.47 692.83 

１株当たり配当額（円） 

(内１株当たり中間配当額) 

6.00 

(－) 

7.00 

(－) 

9.00 

(－) 

10.00 

(5.00) 

10.00 

(5.00) 

１株当たり当期純利益（円） 31.33 36.55 32.62 31.52 30.08 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 68.9 67.1 66.7 67.8 70.8 

自己資本利益率（％） 5.2 5.9 6.0 5.6 5.2 

株価収益率（倍） 18.83 19.89 21.77 23.38 29.52 

配当性向（％） 19.15 19.15 27.6 31.7 33.2 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
137,403 515,261 240,185 269,046 △31,359 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△279,775 △273,407 △200,281 △205,792 △153,647 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△128,628 △23,532 △47,104 △54,359 △38,863 

現金及び現金同等物の期末残

高（千円） 
664,989 883,310 876,110 885,004 661,133 

従業員数（人） 

[外、平均臨時雇用者数] 

361 

(73) 

381 

(92) 

389 

(77) 

432 

(66) 

434 

(46) 



２【沿革】 

年月 事項 

昭和42年７月 北海道札幌市福住（現 豊平区）に環境衛生を業とする日本サニタ㈱を設立 

昭和43年７月 青森営業所開設（現 東北支社青森支店） 

昭和44年６月 函館営業所開設（現 青森支店函館営業所） 

昭和45年２月 秋田営業所開設（現 東北支社秋田支店） 

昭和46年２月 盛岡営業所開設（現 東北支社盛岡支店） 

昭和47年８月 八戸営業所開設（現 青森支店八戸営業所） 

昭和48年３月 仙台営業所開設（現 東北支社仙台支店） 

昭和49年８月 弘前営業所開設（現 青森支店弘前営業所） 

昭和53年３月 環境計量証明事業登録 

昭和58年６月 測量業登録 

昭和59年１月 東京支社開設 

昭和59年１月 建設コンサルタント登録 

昭和59年２月 山形営業所開設（現 仙台支店山形営業所） 

昭和59年４月 福島営業所開設（現 仙台支店福島営業所） 

昭和59年８月 大阪営業所開設（現 大阪支社） 

昭和59年10月 建設業登録（大臣登録）し、管工事・アスベスト処理業務開始 

昭和60年２月 東京技術センター開設、環境計量証明事業登録 

昭和60年12月 商号をエヌ・エス・環境科学コンサルタント㈱に変更 

昭和61年12月 東北技術センター開設 

平成２年６月 名古屋支店開設 

平成４年４月 九州支店開設 

平成４年５月 応用地質㈱のグループ会社となる 

平成４年６月 神奈川営業所開設 

平成５年12月 地質調査業者登録し、地盤・地下水にかかわる環境保全業務推進 

平成６年４月 広島支店開設（現 中四国支社） 

平成６年９月 本店を東京都港区新橋６丁目に移転 

平成８年７月 一級建築士事務所登録し、廃棄物処理施設にかかわる業務開始 

平成８年10月 商号をエヌエス環境㈱に変更 

平成９年４月 静岡営業所・大分営業所開設 

平成９年７月 日本証券業協会に株式を店頭登録 

平成10年12月 四国営業所開設 

平成11年４月 山口営業所開設 

平成11年５月 和歌山営業所開設 

平成12年10月 関東支店開設 

平成13年４月 岡山営業所開設 

平成13年10月 本社（大塚事務所）及び中四国支社が国際環境規格ＩＳＯ14001の認証取得 

平成14年２月 新潟営業所開設 

平成14年６月 札幌支社、本社（大塚事務所）及び中四国支社がＩＳＯ9001の認証取得 

平成15年２月 特定計量証明事業所（ＭＬＡＰ）に認定・登録 

平成15年12月 全社型ＩＳＯ9001の認証取得 

平成16年１月 青森支店が国際環境規格ＩＳＯ14001の認証取得 

平成16年１月 北陸営業所開設 

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場 

  平成16年12月   本店を東京都港区西新橋３丁目に移転  

 平成17年１月  佐賀営業所開設  



３【事業の内容】 

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は当社及び親会社（応用地質㈱）で構成されております。また、当社と

取引のある関連当事者としては、応用地質㈱の子会社９社があります。 

 当社は環境アセスメント等の環境調査、ダイオキシン分析などの計量事業を主力とする環境コンサルタント企業で

あり、応用地質㈱は地質調査を主力とする総合コンサルタント企業であります。 

 当社グループ及び当社と取引のある関連当事者の具体的な事業内容並びに位置付は次のとおりであります。 

以上を図示すると次のようになります。 

区分 主な事業内容 事業会社 

調査事業 

環境調査、環境アセスメント、汚染土壌調査 当社、応用地質㈱、 

地質調査、建設コンサルタント、土木設計 

応用地質㈱、東北ボーリング㈱、ＯＹＯイ

ンターナショナル㈱、宏栄コンサルタント

㈱、オーシャンエンジニアリング㈱、南九

地質㈱、応用ジオテクニカルサービス㈱ 

計量事業 分析試験、計量証明 当社、応用地質㈱ 

建築物管理事業 
害虫駆除、建築物関連清掃、空気環境測定、飲料水

検査、光触媒施工、アスベスト対策工事 
当社 

計測機器事業 
地質調査用機器、石油探査機器、その他機器の開

発・製造・販売 

応用地質㈱、応用リソースマネージメント

㈱、シグマ工業㈱、応用計測サービス㈱ 



４【関係会社の状況】 

親会社 

 （注）応用地質㈱は東京証券取引所市場一部に上場しており、有価証券報告書を提出しております。 

５【従業員の状況】 

(1)提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含むほか、常用パートを

含んでおります。）であり、臨時雇用者数（パートタイマーを含む）は年間の平均人員を（ ）外数で記載

しております。 

２．平均年間給与は、税込支払給与額の平均であり、基準外賃金及び賞与を含んでおります。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業内容 
議決権の被
所有割合 
（％） 

関係内容 

応用地質㈱ 東京都千代田区 16,174 

地質調査等建設

コンサルタント 

計測機器の製造

販売 

68.6 

環境調査及び計量分析を主

体に全国的に環境関連業務

を請け負っている。また、

地質調査関連業務について

委託している。 

事務所設備の賃貸借あり。 

役員の兼任１名あり。 

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

434 （46）   38.4     8.3 4,907,403 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)業績 

昨年10月、多くの犠牲者と家屋や道路に甚大な被害を出した新潟中越地震のことは記憶に新しいところです。一

方、世界においても、12月にスマトラ沖で発生した大地震は、広くインド洋全域に及ぶ津波を引き起こし、数十万

人の死者・行方不明者を出す大災害となりました。さらに、今年10月に発生したパキスタンでの地震は、被害者数

万人に達し、救出活動は今なお続いております。また、アメリカ南部での記録的な大型ハリケーンのたび重なる襲

来は、多くの犠牲者を出したのみならず、石油の産出・精製地域であることから、原油高を招き、世界経済にも深

刻な影響を及ぼし始めています。 

このように、世界各地で頻繁に起こる記録的な地震や風水害などの自然災害は、人々の安全のみならず世界経済

にも不安を及ぼしていると云えます。  

一方、わが国の経済は、アメリカや中国の経済発展に伴う貿易の拡大、自動車・鉄鋼・機械産業などの好調さ、

金融不安が遠のいたことや株式高も加わり、全体として回復基調にあると報じられています。しかし、依然として

深刻化する国・自治体の財政難、雇用不安および治安の悪化といった大きな社会問題を抱えています。 

このような社会情勢のなか、環境事業に携わる当社を取巻く業界は、新たな環境規制などの追い風があるもの

の、財政難による公共事業の縮減および価格競争激化など、依然として厳しい営業環境にあると云わざるを得ませ

ん。加えて今期、大阪での公正取引委員会の排除勧告そして自治体を中心とした指名停止は、当社にとって初の苦

い経験であり、営業活動においても深刻な影響を及ぼしたと云わざるを得ません。 

 しかし、これを機に経営および営業方針を抜本的に改め、従来の公共事業依存から民間市場へより重点を置く営

業方針としました。そして、クリーンエネルギーの代表である民間風力発電事業や土壌汚染対策事業に積極的参入

を図りました。また、今年６月に報道された各地でのアスベスト災禍、７月のアスベスト規制の強化は、突如、大

きな市場を生み出しました。そして、以前からこの分野に多くの実績を有する当社は、アスベスト市場（分析およ

び除去工事）にいち早く取り組みました。 

その結果、いくつかの発注機関からの指名停止という厳しい側面があったものの、社員一丸となって経営改革と

積極的な民間及び新規市場へ参入に取り組んだことにより、当事業年度の受注高は47億１百万円（前年同期比

2.4％増）、売上高は45億９千２百万円（同0.2％増）といった結果となりました。 

 受注については、自治体が厳しい財政難や嘗てない価格競争および指名停止の影響で前事業年度実績を下回った

（約10%）ものの、国および民間は伸び、トータルとして前事業年度を上回る実績となりました。特に民間部門で

は、風力発電事業に係る環境アセスメントが大きく伸びたほかアスベスト関連の分析と対策工事が新しく成長分野

として加わり、従来からの土壌汚染関係業務も順調に推移しました。 

 売上については、これまでの計画的な設備投資および新法対応のアスベスト分析機器、対策工事用機材の増強に

より順調な消化で推移しました。しかし、工期の長い風力発電関連など大型物件の売上計上が翌事業年度となるこ

とから、当事業年度の売上は、ほぼ前事業年度並みの実績に止まりました。 

 利益については、あらゆる面で効率化、コスト削減の努力を図ったものの、予想を上回る価格競争の影響を受け

原価率が悪化（前年同期比1.4％増）し、販売費及び一般管理費についても一層の経費の削減に努めましたが、外

形標準課税の導入に伴い事業税の一部が新たに計上されたことにより、0.1ポイント上昇し、営業利益２億５千７

百万円（同20.1％減）、経常利益２億６千万円（同20.0％減）、税引前当期純利益２億４千１百万円（同10.3％

減）、当期純利益１億４千万円（同3.6％減）といずれも前事業年度を下回る結果となりました。 

 特に、前事業年度は、確定拠出年金制度を導入したことにより、退職給付制度移行利益（１千８百万円）が計上

されたという特殊要因があったことから、利益の面でその差がより大きくなったと云えます。 

 事業部門別の営業概況は次の通りであります。 

 調査部門におきましては、受注高24億６千１百万円（前年同期比3.5％増）、売上高22億９千３百万円（同4.3％

減）、受注残高16億８百万円（同11.7％増）となりました。 

 対象区分別の受注では、従来の道路や河川事業の環境アセスメント及びセンサス業務が順調に推移したほか、新

エネルギービジョン（主に民間風力発電事業）に係る環境アセスメントが新たな成長分野として加わり、受注増に

貢献しました。 

 売上については、大型アセスメントなどの業務が長期の物件であり、売上計上が翌事業年度にずれ込むことか

ら、前事業年度を若干下回る実績となりました。このため、期末の受注残高としては、前事業年度を上回る

（11.7%）結果となりました。 

 発注機関別では、自治体が、発注量の縮減と低廉化に加え指名停止の影響で、前事業年度実績に比べ約10%減少

しました。一方、国関係では、国交省を中心として、技術力や提案内容が評価されてのプロポーザル業務が伸びた

ほか、防衛施設庁といった新たな機関からも複数の実績をつくることが出来ました。また、総力をあげて民間に注

力した結果、風力発電、土壌汚染、大店法関連業務などの分野で多くの新規顧客を開拓できたことから自治体の落

込みをカバーし、トータルとして受注を伸ばす結果となりました。 



 計量部門におきましては、受注高20億１千７百万円（前年同期比1.3％増）、売上高20億８千万円（同5.9％

増）、受注残高４億９千８百万円（同11.2％減）となりました。 

 受注高については、ここ数年、計量部門の大きな比重を占めてきたダイオキシン類などの特殊分析は、発注量が

平成14年をピークに毎年減少する傾向にあることに加え、さらなる低廉化の影響から、当事業年度も前事業年度を

下回る（約15%）結果となりました。代わって、土壌汚染対策法関連の土壌分析が堅調に推移していますが、最近

の傾向として油汚染土壌関係の業務が増大する傾向にあります。当社は、以前より、今後、油汚染関連の業務が増

えると予想し、昨年、エコプローブ５及びオイルセンサーといった最新式の油分検出装置を導入しましたが、これ

らが受注・売上に貢献しました。また、今年６月のアスベスト災禍の大々的な報道および７月のアスベスト規制の

強化を機に、アスベスト関連業務が急増し、やや低迷傾向にあった計量部門を回復させる原動力となっています。

そして、今後ともアスベスト関連の市場は拡大するものと見込まれます。 

 売上高については、受注から完成までの期間が調査に比べ短いこと及び当事業年度のアスベスト分析機器の設備

増強により生産性が向上し、前事業年度を上回る実績となりました。 

 建築物管理部門におきましては、受注高２億２千１百万円（前年同期比0.4％増）、売上高２億１千９百万円

（同2.1％減）、受注残高７千万円（同3.8％増）となりました。 

 建築物管理部門は、受注・売上ともにほぼ前事業年度並の実績に止まりました。しかし、この部門は、以前から

アスベスト対策工事を手掛け、多くの実績を有することから、現時点においても多数の引合いがあり、今後、大き

く成長するものと見込まれます。 

 なお、アスベスト対策工事については、従来、件数も少なく小規模であったことから、調査部門に区分しており

ましたが、今後は、建築物管理部門とし、高度な品質・安全管理体制の下で発展させる計画です。 

(2)キャッシュ・フロー 

 当事業年度における現金及び現金同等物（以下 「資金」 という。）は、税引前当期純利益を２億４千１百万円

計上しましたが、売上債権の増加、仕入債務の増加、及び有形固定資産の取得による支出等により、前事業年度に

比べ２億２千３百万円減少し、６億６千１百万円となりました。 

 なお、当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

（営業活動におけるキャッシュ・フロー） 

 営業活動により使用した資金は、３千１百万円（前事業年度は２億６千９百万円の資金増）となりました。これ

は主に、前事業年度に比べ第４四半期の売上が増加したことによる売上債権の増加額２億１千２百万円（前年同期

比２億６千１百万円増）、及びそれに伴う仕入債務の増加額６千８百万円（同６千５百万円増）によるものであり

ます。 

（投資活動におけるキャッシュ・フロー） 

 投資活動に使用した資金は、１億５千３百万円（前年同期比５千２百万円減）となりました。この主な内訳は、

前事業年度に完成した盛岡支店の新社屋の取得費用８千万円、本社移転に伴う新事務所の設備造作費用１千万円及

び既設分析・測定機器の定期更新に対する投資であります。 

（財務活動におけるキャッシュ・フロー） 

 財務活動に使用した資金は、３千８百万円（前年同期比１千５百万円減）となりました。これは、利益処分によ

る配当金支払額１千９百万円及び中間配当額１千９百万円によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当事業年度の生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当事業年度の受注状況を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

 当事業年度の販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．販売実績に占める中央官庁・公共企業体・地方自治体向けの合計額は、2,140,087千円（46.6％）でありま

す。 

事業部門別 
第39期 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

調査（千円） 2,293,665 95.7 

計量（千円） 2,080,036 105.9 

建築物管理（千円） 219,276 97.9 

合計（千円） 4,592,977 100.2 

事業部門別 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％） 

調査 2,461,885 103.5 1,608,409 111.7 

計量 2,017,390 101.3 498,712 88.8 

建築物管理 221,849 100.4 70,254 103.8 

合計 4,701,125 102.4 2,177,376 105.2 

事業部門別 
第39期 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

調査（千円） 2,293,665 95.7 

計量（千円） 2,080,036 105.9 

建築物管理（千円） 219,276 97.9 

合計（千円） 4,592,977 100.2 



(4）主要顧客別販売状況 

 最近２事業年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりでありま

す。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

(1) 品質管理システムの有効活用と生産性の向上 

当社は、良質な環境技術で社会に貢献することを基本としています。そのため、単に価格競争力だけでなく、最

新技術の導入、高度な品質管理システムの構築および独自の技術開発に努める必要があります。この一環として、

平成13年より、ISO9000s、ISO14000sの認証に向け活動し、既に、本社、東京支社、札幌支社、中四国支社、東北

支社、大阪支社および名古屋支店などほぼ全事業所において認証を取得しました。これらの認証審査にあたって

は、いずれの事業所もスムーズに認証され、当社の品質・環境管理水準の高さを立証することが出来ました。 

今後は、このISO認証を有効活用し、品質ならびに顧客満足度を向上させるとともに、本来の目的である経営体

質、収益性の向上にも役立てる計画です。 

その他、平成15年の計量法改正に伴い、厳格な審査による特定計量証明事業所認定（通称MLAP）が必要となりま

したが、これに対してもスムーズに認定・登録することが出来ました。 

生産性向上に向けての設備投資については、この数年間で、関西技術センターの開設、仙台・青森・秋田支店で

の設備刷新、東京技術センターの拡充、さらに前事業年度は盛岡支店の新築移転など計画的に進めて参りました。

その他、マーケットが拡大しているアスベスト関連では、新法対応の分析機器、対策工事関連の各種機材をいち早

く導入しました。また、土壌汚染関連においても、現地で迅速かつ高精度の最新式ガス分析器（エコプローブ

５）、オイルセンサーを導入するなどの投資もおこないました。そして、これらの設備増強は、当事業年度の生産

性向上に大きく寄与したと云えます。 

次に、第40期の主な生産性向上に対する計画としては、 

1) 調査部門      ・市場拡大が見込まれるアスベスト関連の調査機器増強 

・風力発電を中心とした新エネルギー分野への事業拡大 

・水質浄化エンジニアリング技術の研究と事業化 

・産業廃棄物関連業務の拡大                 

2) 計量部門      ・アスベスト関連分析機器の増強と生産ラインの拡充 

・油汚染土壌分析機器の導入  

3) 建築物管理部門   ・光触媒に関する研究および事業化 

・アスベスト対策工事の受注拡大と設備の増強  

等を計画しております。 

(2)利益体質の強化 

環境関連の市場規模は、今後とも確実に拡大すると予測されています。しかし、社会のニーズは複雑かつ急速に

変化し、技術も日々進歩します。これらの状況に対し、如何に迅速かつ適切に対応出来るか否かによって企業の存

亡が懸かっていると云っても過言ではありません。そのため、社会のニーズをいち早くキャッチし、速やかに対応

できる企業体質とするとともに、常に技術の研鑚に努める所存です。 

今後、これまで以上に信頼される技術力・企業体質をベースに顧客の立場に立った企画力のある営業を展開し、

より健全かつ効率的な経営体質とし、事業規模の拡大と利益体質強化に取り組みます。 

(3)コンプライアンス活動の一層の推進 

当社は、平成17年６月、大阪府土木部発注の環境計量業務に関し、公正取引委員会より、独占禁止法第３条違反

があったとして排除勧告を受け、これを応諾しました。当社では、事態を深刻に受け止め、社内体制を再点検し、

再発防止と信頼回復のため、一層のコンプライアンス活動の推進を図ってまいります。  

相手先 

第38期 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

第39期 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

国土交通省 643,155 14.0 626,439 13.6 



４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

 ①官公庁への業績依存について 

 当社は、中央省庁、都道府県ならびに多くの地方自治体を主要な顧客としており、その依存度は約50％を占めま

す。これらは、特定の地域や業種に偏ってはおりませんが、環境に対する施策や公共投資の変動により、影響を受け

る可能性があります。そのため、近年、民需の拡大や新規事業の開発などにより、偏った顧客・業種にならないよう

取り組んでおります。 

 ②季節的な変動について 

 当社の主要な顧客である官公庁への売上は、年度末の３月に集中することから、上半期に偏重する傾向にありま

す。これに伴い、当社の利益も上半期に偏重する傾向があります。 

５【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 



６【研究開発活動】 

当社は、自然環境、生活環境、地球温暖化対策を目的とした新・省エネルギーに関する調査、ダイオキシン類、水

質、土壌、地下水汚染物質などの計量、衛生管理を目的とした建築物管理業務を中核とした環境専門のコンサルタン

トであります。これらの技術で顧客が抱える課題を、迅速かつ的確に解決するために常に新技術、最新機器の開発・

導入を図り、サービスの向上に努めております。 

第39期の主な研究開発活動は次のとおりであります。 

１．河川水質浄化システムの開発 

近年、河川の水質浄化のニーズが高まっており、国土交通省では河川環境整備事業の一環として、新しい指標に

基づく水質浄化事業を推進しております。 

このニーズに対応するため、当社は、数年前から土壌を使った水質浄化システムの研究開発を進めてきました。

現在、国土交通省中国地方整備局管内の多目的ダムにおいて、ダムに流れ込む生活廃水や畜産排泄物起源の汚水を

浄化する浄化施設の改善に造粒赤玉土を利用した浄化システムが採用され、京都大学などとの共同実験を進めてき

ました。その結果、リン除去に大きな効果のあることが実証され、平成17年度、業務として発注されました。 

また、これら成果は２件の特許出願とともに学会にて発表しました。 

２．大気環境シミュレーション（風速場、大気汚染予測）の開発 

大気環境シミュレーション解析では、大きな影響因子である風の影響を考慮した大気汚染の拡散予測解析が求め

られており、当社は次の２点を独自で開発しました。これら２点の開発によって、より複雑な条件下でも予測でき

るシステムとなり、省力化と高付加価値化を実現しました。そして、これらの成果は、学会にて発表しました。 

 ①業務実用レベルにおける風のシミュレーションプログラムの開発 

 ②大気汚染予測プログラムの新版開発 

３．国交省技術指針対応道路沿道の反射音シミュレーションの開発 

当社では、毎年、国交省の道路沿道騒音測定・解析業務を数多く手がけており、新しい国交省技術指針に対応し

たASJ Modelの新版(ASJ Model 12003)対応プログラムの開発および条件入力など周辺プログラムの開発を行いまし

た。 

本プログラムは、これまで市販の解析ソフトでは困難な曲線部での反射音の近似計算など特殊ケースの解析が可

能なプログラムとなっており、これによって、作業の効率化、高付加価値化と競争力の維持を図っております。 

４．油汚染土壌に関わる新しい調査機器の導入と調査手法の開発 

平成15年２月の土壌汚染対策法の施行以降、土壌汚染に関する調査・対策市場が拡大しております。また、最近

では、油汚染に対する対策も大きな課題となっております。当社は、こうした情勢に対応すべく、現地での迅速な

分析が可能な新しい機器の導入、顧客の掘り起こしに努めてまいりました。こうした要請に応えるべく、平成16年

にチェコ製のＧＰＳ搭載土壌ガス測定器である「エコプローブ５」を導入しました。 

また、平成17年３月には、米国製のオイルセンサーPHA-100を追加導入しました。この測定器は、光ファイバー

センサーによって水中に含まれる油分を１ppmレベルまで検出することが出来る画期的な機器です。これら機器の

活用によって、油汚染における全く新しい調査手法を顧客に提案できるようになりました。 

今後もこういった新しい機器の導入を海外も含めて進める方針です。 

なお、当事業年度における研究開発の総額は、9,339千円であります。 

７【財政状態及び経営成績の分析】 

（１）重要な会計方針及び見積り 

 当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。こ

の財務諸表の作成にあたりましては、重要な会計方針に基づき、資産・負債の評価及び収益・費用の認識に影響を

与える見積り及び判断を行っております。これらの見積り及び判断に関しては、継続して評価を行っております

が、見積り特有の不確実性があるため、実際の結果は見積りと多少異なる可能性があります。 

 

 なお、以下に記載する事項が、当社の財務諸表作成における重要な見積り及び判断に大きな影響を及ぼすと考え

ております。また、文中における将来に関する事項については、当事業年度末現在において当社が判断したもので

あります。 

 

①収益の認識 

 調査業務については報告書提出基準、計量業務については計量証明書提出基準、建築物管理業務については年間



契約物件は期間計算による年間管理基準、環境測定・水質検査等は結果報告書提出基準をそれぞれ採用しておりま

す。 

②投資有価証券の評価 

 その他有価証券のうち、時価のないものについては移動平均法による原価法で評価しております。時価のない有

価証券の下落が一時的かどうかについては、投資先の業績予想等による回復可能性、純資産額等による実質価値の

下落率等により総合的に判断しております。 

 

③貸倒引当金の計上 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

 

④繰延税金資産の計上 

 繰延税金資産の計上は、当社の業績が将来も安定的に推移することを前提としております。 

（２）経営成績の分析 

①概要 

 概要につきましては、第一部企業情報 第２ 事業の状況 １ 業績等の概要を参照下さい。 

 

②受注高 

 当事業年度の受注高47億１百万円（前年同期比１億９百万円増）のうち、官公庁からの受注高は21億３千２百万

円（同１億１千９百万円減）、民間企業からの受注高は25億６千８百万円（同２億２千９百万円増）であります。

全受注高に占める官公庁の割合は45.4%であります。 

 

 事業部門別の受注高は次のとおりです。 

 

 調査部門の受注高24億６千１百万円（前年同期比８千３百万円増）のうち、官公庁からの受注高は12億７千万円

（同７千８百万円減）、民間企業からの受注高は11億９千１百万円（同１億６千２百万円増）であります。調査部

門の受注高に占める官公庁の割合は51.6%であります。 

 

 計量部門の受注高20億１千７百万円（前年同期比２千５百万円増）のうち、官公庁からの受注高は７億９千２百

万円（同４千６百万円減）、民間企業からの受注高は12億２千４百万円（同７千２百万円増）であります。計量部

門の受注高に占める官公庁の割合は39.3%であります。 

 

 建築物管理部門の受注高２億２千１百万円（前年同期比０百万円増）のうち、官公庁からの受注高は６千９百万

円（同５百万円増）、民間企業からの受注高は１億５千２百万円（同４百万円減）であります。建築物管理部門の

受注高に占める官公庁の割合は31.2%であります。 

 

③売上高 

 当事業年度の売上高45億９千２百万円（前年同期比９百万円増）のうち、官公庁への売上高は21億４千万円（同

１億７百万円減）、民間企業への売上高は24億５千２百万円（同１億１千６百万円増）であります。 

 

 各事業部門別の売上高については、調査部門の売上高が22億９千３百万円（前年同期比１億２百万円減）、計量

部門の売上高が20億８百万円（同１億１千６百万円増）、建築物管理部門の売上高が２億１千９百万円（同４百万

円減）であります。 

 

④売上原価 

 当事業年度の売上原価は30億７千万円（前年同期比７千万円増）となり、原価については、あらゆる面での効率

化、コスト削減努力を図ったものの、予想を上回る価格競争による価格の低廉化の影響を受け、前事業年度に比べ

1.4％悪化し66.8％となりました。その結果、売上総利益は15億２千２百万円（同６千１百万円減）となりまし

た。 

 

⑤販売費及び一般管理費 

 販売費及び一般管理費は、一層の経費の削減に努めましたが、外形標準課税の導入に伴い事業税の一部が新たに



計上されたことにより、0.1ポイント上昇し12億６千５百万円（前年同期比３百万円増）となり、その結果、営業

利益は２億５千７百万円（同６千４百万円減）となりました。 

⑥特別損益 

 特別利益は、投資有価証券売却益等により５百万円（前年同期比１千５百万円減）となりました。なお、前事業

年度は確定拠出年金制度の導入による退職給付債務の取崩益等により２千万円の特別利益を計上しております。 

 特別損失は、退職給付会計基準変更時差異処理額１千２百万円、本社事務所移転費用７百万等により２千４百万

円（同５千３百万円減）となりました。その結果、税引前当期純利益は２億４千１百万円（同２千７百万円減）と

なりました。 

（３）財政状態の分析 

①資産の部 

 当事業年度末の総資産は38億４千２百万円（前年同期比４千８百万円減）となりました。 

 流動資産は、前事業年度末に比べ８百万円増加し、21億８百万円となりました。この主な要因は、売上高が前事

業年度に比べ９百万円増加したこと及び投資有価証券の売却による売却代金の未収入金１千７百万円が計上された

ことによるものです。 

 固定資産は、前事業年度末に比べ５千７百万円減少し、17億３千４百万円となりました。この主な要因は当事業

年度は大きな設備投資を行わなかったため、有形固定資産の純増加額８千４百万円以上に減価償却累計額の増加１

億１千４百万円があったことによるものです。 

 

②負債の部 

 当事業年度末の負債の合計は11億２千３百万円（前年同期比１億２千８百万円減）となりました。この主な要因

は、前事業年度に計上されていた盛岡支店新築に係る設備未払金６千７百万円等がなくなったことによる未払金の

減少額６千５百万円及び未成調査受入金の減少額２千６百万円によるもです。 

（４）中長期的な経営戦略 

 環境問題は、今や地球規模での対応が求められ、わが国の環境整備も従来の官主導ではなく、企業そして個人も

必然的に取り組まざるを得ない状況にあります。そして、今後とも環境の保護・修復に対する社会的要請は一層高

まり、環境関連法案等もますます整備されるものと予想されます。これらの社会的要請および財政状況から、道路

やダムといった新たな公共事業については縮減せざるを得ない情勢にあるものの、環境関連市場については、今後

とも確実に規模を拡大すると見込まれます。一方、この拡大する環境関連市場には、あらゆる企業が参入している

ことや、厳しい財政状況であることから、これまで以上の価格競争のみならず厳しい品質や技術力・資格が要求さ

れることは間違いありません。そのため、更なるコスト競争力向上に加え、品質・環境管理システム（ISO9000s、

14000s）の有効活用や技術力の指標となる技術士や環境計量士などの資格取得にも力を注ぐ計画です。 

 また、コスト競争力・高い技術力および品質管理体制を背景とし、営業的優位に立つためには、強靭な経営体

質、充実した財務内容とする努力も欠かせません。 

 今後の中長期的な経営戦略としては、 

 ① コスト競争力の向上  ・業務の自動化の推進、生産性向上による迅速化と原価率改善 

 ② 品質及び技術力の向上 ・ISO認証効果の実証、各種資格の戦略的取得 

 ③ 技術開発と事業化   ・社会的に需要の大きなアスベスト問題に対し、迅速な分析のみならず、効率的かつ

経済的な対策工の設計、施工等の総合的な技術力、実施体制の拡充 

              ・光触媒技術、エコプローブ５など新商品による建築物管理事業の見直しと事業拡  

大 

 ・風力などエコ・エネルギ－分野への事業拡大 

 ④ 財務力の強化     ・業務効率の改善、生産性向上、コストダウンによる収益性の向上および財務体質の

強化 

 を積極的に推進する計画です。 

 その他、当社は、従来から「環境調査」「環境計量」「建築物管理」の３事業を経営の柱として参りましたが、

今後もこれらをより有効的に関連させ、効率的かつ創造的な運営を推し進める計画です。特に第40期は、社会的要

請の極めて大きなアスベスト対策工事の受注拡大により、建築物管理事業の拡大を目指す計画です。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当事業年度には、更なる品質、生産性およびコスト競争力向上のため、化学分析設備を中心に１億１千２百万円の

設備投資を実施しました。 

 主な、投資として大阪支社の分析・測定機器２千１百万円、札幌支社の分析・測定機器１千７百万円、盛岡支店の

分析室建物及び建物附属設備９百万円、本社移転に伴う新事務所の建物附属設備９百万円の設備投資を実施しまし

た。 

 なお、当事業年度において重要な設備の除却、売却等はありません。 



２【主要な設備の状況】 

 当社は国内に５支社、７支店、18営業所を配している他、４計量分析試験センター、１測定機材管理センターを設

けております。また、国内に１ヶ所の福利厚生施設（札幌市南区）を有しております。 

 以上のうち、主要な設備は以下のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．従業員数の（ ）書きは外書きで臨時雇用者であります。 

３．東京支社の従業員数の一部は、本社に含めて表示しております。  

４．関西技術センターの設備・従業員数はすべて大阪支社に含めて表示しております。 

５．東北支社の設備はすべて仙台支店に含めて表示しております。 

６．次の事業所は建物を賃借しております。 

本社、機材センター、東京支社、大阪支社、中四国支社、仙台支店、関東支店、名古屋支店、九州支店、

山形営業所ほか12営業所 

  平成17年９月30日現在

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額 

従業員数
（人） 建物 

（千円） 
構築物 
（千円） 

機械装置 
（千円） 

車両運搬
具 
（千円） 

工具器具
及び備品 
（千円） 

土地 
（千円） 
(面積㎡) 

合計 
（千円） 

本社 

（東京都港区） 

統括業務施

設 
7,441 － － － 5,218 － 12,660 

37 

(1) 

東北技術センター 

（岩手県盛岡市・

仙台市宮城野区） 

計量分析試

験設備 
28,321 － 56,773 － 15,255 － 100,350 15 

東京技術センター 

（埼玉県越谷市） 

計量分析試

験設備 
41,639 － 9,965 － 11,849 

82,018 

(489.19) 
145,473 

20 

(3) 

関西技術センター 

（大阪市淀川区） 

計量分析試

験設備 
－ － － － － － － － 

機材センター 

（埼玉県岩槻市） 

測定機材管

理施設 
－ － 158 － 25,643 － 25,801 3 

札幌支社 

（札幌市中央区） 
販売設備 39,373 10 329 168 30,271 

56,602 

(463.21) 
126,755 

49 

(11) 

東北支社 

（仙台市宮城野区） 
販売設備 － － － － － － － 1 

大阪支社 

（大阪市淀川区） 
販売設備 2,727 － 86 － 29,668 － 32,482 

45 

(11) 

中四国支社 

（広島市西区） 
販売設備 153 － － － 5,094 － 5,248 

25 

(1) 

仙台支店 

（仙台市宮城野区） 
販売設備 35,809 1,480 740 － 17,118 

25,000 

(258.72) 
80,149 

41 

(4) 

青森支店 

（青森県青森市） 
販売設備 71,984 3,426 4,956 13 22,244 

199,528 

(1,895.44) 
302,154 

42 

(2) 

盛岡支店 

（岩手県盛岡市） 
販売設備 130,493 3,910 3,868 80 17,863 

131,788 

(1,831.59) 
288,005 36 

秋田支店 

（秋田県秋田市） 
販売設備 93,642 710 3,020 － 7,986 

28,000 

(338.84) 
133,359 

27 

(7) 

関東支店 

（埼玉県岩槻市） 
販売設備 － － － － 3,560 － 3,560 

34 

(1) 

名古屋支店 

（名古屋市中区） 
販売設備 － － － － 5,935 － 5,935 

9 

(3) 

九州支店 

（福岡市南区） 
販売設備 － － － － 917 － 917 

7 

(1) 

山形営業所 

ほか17営業所 
販売設備 11,424 141 － 57 5,391 

51,963 

(611.51) 
68,978 

43 

(1) 

定山渓保養所 

(札幌市南区) 

福利厚生施

設 
13,916 － － － － 

1,400 

(37.72) 
15,316 － 



７．リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社の設備投資については、今後の景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。 

 なお、当事業年度末現在における重要な設備の新設は次のとおりであります。 

名称 数量 リース期間 
年間リース料 
（千円） 

リース契約残高 
（千円） 

試験室建物 

（所有権移転外ファイナンス・リース） 
 １棟 ５年間 12,116 － 

事務用大型コンピュータ及び端末機 

（所有権移転外ファイナンス・リース） 
  １セット ５年間 240 6,734 

技術用測定器 

（所有権移転外ファイナンス・リース） 
 26台 ５、９年間 46,316 77,300 

合計 － － 58,673 84,034 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

投資予定金額 

資金調達方法

着手及び完了予定年月 
完成後の
増加能力総額 

(千円) 
既支払額
(千円) 

着手 完了 

山形営業所 

（山形県山形市） 

営業所社屋新築

（土地購入含む） 
70,000 － 自己資金  平成17年11月 平成18年４月 10％増加



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注）「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨定款に定めております。 

②【発行済株式】 

（注）当社株式は、日本証券業協会への店頭登録を取消し、平成16年12月13日付でジャスダック証券取引所に上場さ

れております。 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 13,600,000 

計 13,600,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月16日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 3,920,000 3,920,000 ジャスダック証券取引所 － 

計 3,920,000 3,920,000 － － 



(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）有償・一般募集 

入札による募集      350,000株 

発行価格    870円 

資本組入額   435円 

払込金総額 329,705千円 

入札によらない募集    170,000株 

発行価格    905円 

資本組入額   435円 

払込金総額 153,850千円 

(4）【所有者別状況】 

 （注）自己株式28,800株は、「個人その他」に288単元を含めて記載しております。 

(5）【大株主の状況】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成９年７月25日 

 （注） 
520,000 3,920,000 226,200 396,200 257,355 350,105 

  平成17年９月30日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満株
式の状況
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その
他 

計 
個人以外 個人 

株主数（人） － 5 6 23 － － 448 482 － 

所有株式数

（単元） 
－ 1,786 113 29,149 － － 8,152 39,200 － 

所有株式数の

割合（％） 
－ 4.5 0.3 74.4 － － 20.8 100.0 － 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（百株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

応用地質株式会社 東京都千代田区九段北4-2-6 26,700 68.1 

エヌエス環境社員持株会 東京都港区西新橋3-24-9 2,243 5.7 

アスカ株式会社 愛知県刈谷市一里山町東吹戸11 1,067 2.7 

みずほキャピタル株式会社 東京都中央区日本橋兜町4-3 884 2.3 

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内1-3-3 850 2.2 

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内2-1-1 700 1.8 

エヌエス環境株式会社 東京都港区西新橋3-24-9 288 0.7 

白石 省三 東京都文京区本駒込4-34-1 273 0.7 

朝日火災海上保険株式會社 東京都千代田区鍛冶町2-6-2 200 0.5 

鈴木 茂 東京都港区芝公園1-7-9 154 0.4 

計 － 33,359 85.1 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等）  普通株式    28,800 － － 

完全議決権株式（その他）  普通株式 3,891,200 38,912 － 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数 3,920,000 － － 

総株主の議決権 － 38,912 － 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

エヌエス環境 

株式会社 

東京都港区西新橋 

3-24-9 
28,800 － 28,800 0.7 

計 － 28,800 － 28,800 0.7 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

     該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

     該当事項はありません。 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 



３【配当政策】 

 当社は、今後とも技術力、品質及び価格の面で顧客満足度と競争力を高めることで、事業拡大を図るとともに、経営効

率、収益性の向上を図ります。その結果としての利益は、将来への研究開発、資金需要等を勘案し、可能な限り株主に還

元（配当）をすることを基本方針としています。 

 当事業年度の配当につきましては、社会的動向ならびに営業実績から１株につき10円、配当性向33.2％と決定いたしま

した。今後とも30％の配当性向を維持することを指標としております。 

 内部留保資金につきましては、安定した資金運用の確保、将来の経営環境の変化や市場の要求に対応できる新たな事業

展開、新しい技術の研究開発、人材教育のために有効な投資を行いたいと考えております。 

 なお、第39期の中間配当についての取締役会決議は平成17年５月17日に行っております。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証券業

協会の公表のものであります。なお、第39期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本証券業協会の公表の

ものであります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

回次 第35期 第36期 第37期 第38期 第39期 

決算年月 平成13年９月 平成14年９月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 

最高（円） 700 760 762 860 1,136 

最低（円） 555 600 560 595 ※720 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 910 879 916 1,136 1,070 927 

最低（円） 810 770 850 851 860 871 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（百株） 

取締役社長 

（代表取締役） 
  白石 省三 昭和21年11月４日生 

昭和44年４月 ㈱応用地質調査事務所（現

 応用地質㈱）入社 

平成10年３月 同社 取締役営業企画本部

副本部長 

平成10年12月 当社 代表取締役社長（現

任） 

273 

専務取締役 
営業企画本部

長 
島村 義晴  昭和21年６月22日生  

昭和45年４月 ㈱応用地質調査事務所（現

 応用地質㈱）入社 

平成８年４月 同社 関西事業本部副本部

長 

平成10年12月 当社 取締役 

平成12年４月 当社 常務取締役 

平成14年10月 当社 常務取締役技術本部

長 

平成16年４月 当社 常務取締役営業企画

本部長 

平成16年12月 当社 専務取締役営業企画

本部長（現任）  

37 

常務取締役 営業本部長 鈴木  茂 昭和24年12月18日生 

昭和56年１月 日本サニタ㈱（現 エヌエ

ス環境㈱）入社 

平成４年８月 当社 取締役東北支社長 

平成10年12月 当社 常務取締役営業本部

長 

平成12年12月 当社 専務取締役営業本部

長 

平成14年12月 当社 常務取締役営業本部

長（現任） 

154 

常務取締役 

東北支社長 

兼東北支社 

秋田支店長 

堀田井 孝正 昭和26年10月16日生 

昭和56年２月 日本サニタ㈱（現 エヌエ

ス環境㈱）入社 

平成７年12月 当社 東北支社長兼東北支

社秋田支店長 

平成10年12月 当社 取締役東北支社長兼

東北支社秋田支店長 

平成12年４月 当社 常務取締役東北支社

長兼東北支社秋田支店長

（現任） 

111 

常務取締役 
東北支社 

青森支店長 
八木橋 清昭 昭和19年10月３日生 

昭和53年４月 日本サニタ㈱（現 エヌエ

ス環境㈱）入社 

平成４年10月 当社 東北支社青森支店長 

平成10年12月 当社 取締役東北支社青森

支店長 

平成14年12月 当社 常務取締役東北支社

青森支店長（現任） 

107 

 



 （注）取締役若佐秀雄は、商法第188条第２項第７号ノ２に定める社外取締役の要件を満たしております。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（百株） 

取締役 
営業企画本部

部長 
須藤 和夫 昭和22年６月27日生 

昭和50年２月 日本サニタ㈱（現 エヌエ

ス環境㈱）入社 

平成６年12月 当社 取締役営業本部長 

平成10年１月 当社 取締役東京支社長 

平成16年12月 当社 営業企画本部部長

（現任）  

90 

取締役 札幌支社長 佐藤 勝春 昭和19年１月14日生 

平成元年８月 エヌ・エス・環境科学コン

サルタント㈱（現 エヌエ

ス環境㈱）入社 

平成５年５月 当社 札幌支社副支社長 

平成８年１月 当社 札幌支社長 

平成10年12月 当社 取締役札幌支社長

（現任） 

83 

取締役 大阪支社長 南部   満 昭和25年８月16日生 

昭和53年８月 日本サニタ㈱（現 エヌエ

ス環境㈱）入社 

平成５年５月 当社 大阪支社長 

平成12年12月 当社 取締役大阪支社長

（現任） 

93 

取締役 

東北支社盛岡

支店長兼東北

技術センター

所長 

鈴木 行弘  昭和26年６月３日生  

昭和54年７月  日本サニタ㈱（現 エヌエ

ス環境㈱）入社 

平成４年10月 当社 東北支社盛岡支店長  

平成10年５月  当社 東北支社盛岡支店長

兼東北技術センター所長  

平成16年12月 当社 取締役東北支社盛岡

支店長兼東北技術センター

所長（現任）  

99 

取締役   若佐 秀雄 昭和23年11月12日生 

平成12年３月 応用地質㈱執行役員 

平成15年３月 同社 取締役兼執行役員 

平成16年３月 同社 取締役兼常務執行役

員 

平成17年４月 同社 取締役兼専務執行役

員（現任） 

平成17年12月 当社 取締役（現任） 

10 

常勤監査役   香川 眞一 昭和32年６月17日生 

昭和55年４月 ㈱応用地質調査事務所（現

 応用地質㈱）入社 

平成10年４月 同社 財務部副部長 

 平成11年４月 当社 事務本部部長 

平成14年４月 当社 事務本部長 

平成16年12月 当社 常勤監査役（現任） 

16 

監査役   鈴木 楯夫 昭和18年９月13日生 

平成９年３月 応用地質㈱取締役 

平成13年３月 同社 常務執行役員 

平成16年４月 同社 常任参与（現任） 

平成17年12月 当社 監査役（現任） 

10 

        計 1,083 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（１）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、透明かつ公平で効率的な経営を基本方針とし、もって適正な利益の確保と再成長を通して継続的に企業

価値を高めることを目的としています。この目的を達するため、経営組織及び監督機構を整備し、経営上必要な施

策を迅速に実施するコーポレート・ガバナンスの充実を重要課題として取組んでいます。 

（２）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

ａ．会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

①会社の機関の内容 

当社は監査役制度採用会社であり、取締役10名（内１名は社外取締役）で経営しており、取締役会において、重

要事項は全て討議され、業績の進捗についても討議し対策等を検討しております。 

監査役は２名（内１名は商法特例法第18条１項の要件を満たす社外監査役）であり、当社は商法特例法の適用を

受けませんが、毎月１回監査役会を開催しております。監査役は、取締役会に出席し、取締役の職務執行を監視で

きる体制となっております。また、本社各部ならびに各委員会と連携を密に、コンプライアンスの状況を含め、随

時、必要な内部監査を実施しております。 

②内部統制システムの整備の状況 

内部統制については、常勤監査役ならびに内部監査部門（経理部兼務２名）が業務監査を実施して、内部牽制の

実効性を高めております。常勤監査役ならびに経理部は、業務活動の全般に関し、その妥当性や有効性及び法規

制・社内ルールの遵守状況等について定期的に監査を実施し、各部署に助言・勧告を行うとともに、役員会のメン

バーで構成されている予算委員会に速やかに報告いたしております。 

当社の業務執行・経営監視・内部統制の仕組みは次の通りであります。 

  

（業務執行・経営監視・内部統制の仕組み） 

③リスク管理体制の整備の状況 

リスク管理については、本社の管理部ならびに各委員会が窓口となって各部門から適宜相談を受けるとともに、

重要事項については、予算委員会に報告・審議され、支社長・支店長会議において法令順守の徹底、リスクチェッ

クの強化が図られております。顧問弁護士からはコーポレート・ガバナンス体制、法律面等についての公正かつ適

切な助言、指導を受けております。今後も、経営内容の透明性を高め各ステークホルダーから信頼される企業を目

指して、コーポレート・ガバナンスの一層の充実を図ってまいります。 

④内部監査及び監査役監査、会計監査の状況 

内部監査部門は、常勤監査役と連携して社内各部門の業務執行状況について、定期的な業務監査を行っておりま

す。監査役は取締役会に出席するほか、定例的に開催される重要な会議に出席し、経営監視の機能を果たしており

ます。       



会計監査は、中央青山監査法人と監査契約を締結し、監査契約に基づく会計監査を受けるとともに、内部監査部

門、常勤監査役の業務監査と連携の上、実施しております。業務を執行した公認会計士は、以下のとおりでありま

す。 

 指定社員  業務執行社員 布施木 孝叔 中央青山監査法人 

 指定社員  業務執行社員 吉澤  祥次 中央青山監査法人 

 継続監査年数については、２名共に７年以内であるため、記載を省略しております。また、監査業務に係る補助

者は、公認会計士４名、会計士補３名、その他２名であります。 

⑤役員報酬の内訳 

 取締役（10名）に支払った報酬             ６千７百万円 

      監査役（２名）に支払った報酬             １千万円 

⑥監査報酬の内容 

 公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬  １千５百万円 

ｂ．会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

社外取締役は、当社の親会社である応用地質株式会社の取締役を兼務しており、社外監査役は、当社との間に特

別な取引関係その他の利害関係はありません。 

ｃ．会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況 

当社は、取締役会のほか、予算委員会、支社長・支店長会議（事業所長会議）を定期的（毎月１回）に開催し、

重要方針・情報の周知徹底およびリスク管理に努めております。また、理事会、ISO推進会議、事務連絡会議、営

業会議、技術発表会など組織を横断した会議・各種委員会を開催し、健全な事業推進とリスク防止を優先とする経

営を心掛けています。 



第５【経理の状況】 

１．財務諸表の作成方法について 

 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日

内閣府令第５号）附則第２項ただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第38期事業年度（平成15年10月１日から平成16年９月30日ま

で）及び第39期事業年度（平成16年10月１日から平成17年９月30日まで）の財務諸表について、中央青山監査法人に

より監査を受けております。 

３．連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 



【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
第38期 

（平成16年９月30日） 
第39期 

（平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金  905,004 681,133 

２．受取手形  25,444 43,835 

３．調査等未収入金 ※２ 655,661 850,106 

４．未成調査支出金  428,669 437,822 

５．貯蔵品  17,522 16,374 

６．前払費用  6,419 7,254 

７．繰延税金資産  60,544 52,481 

８．その他  3,480 21,610 

９．貸倒引当金  △2,970 △2,080 

流動資産合計  2,099,776 54.0 2,108,539 54.9 

Ⅱ 固定資産    

(1）有形固定資産    

１．建物 ※１ 841,203 863,623   

減価償却累計額  351,924 489,278 386,694 476,928 

２．構築物  22,196 23,012   

減価償却累計額  11,885 10,311 13,332 9,679 

３．機械装置  337,909 340,331   

減価償却累計額  237,821 100,087 260,432 79,899 

４．車両運搬具  9,314 6,123   

減価償却累計額  8,805 508 5,804 319 

５．工具器具及び備品  952,399 1,014,146   

減価償却累計額  751,096 201,303 810,124 204,021 

６．土地 ※１ 576,301 576,301 

有形固定資産合計  1,377,790 35.4 1,347,149 35.1 

 



   
第38期 

（平成16年９月30日） 
第39期 

（平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

(2）無形固定資産    

１．電話加入権  9,994 9,994 

２．施設利用権  881 757 

３．ソフトウェア  9,278 8,504 

無形固定資産合計  20,154 0.5 19,256 0.5 

(3）投資その他の資産    

１．投資有価証券  22,282 15,847 

２．出資金  1,178 1,178 

３．長期貸付金  200 383 

４．破産更生等債権  16,405 23,929 

５．長期前払費用  3,935 2,472 

６．繰延税金資産  248,493 238,060 

７．差入保証金  115,708 100,690 

８．その他  1,270 1,336 

９．貸倒引当金  △15,762 △16,242 

投資その他の資産合計  393,711 10.1 367,655 9.6 

固定資産合計  1,791,656 46.0 1,734,061 45.1 

資産合計  3,891,433 100.0 3,842,600 100.0 

     
 



   
第38期 

（平成16年９月30日） 
第39期 

（平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．調査等未払金  149,190 217,701 

２．未払金  115,976 50,706 

３．未払費用  78,808 77,557 

４．未払法人税等  42,686 28,445 

５．未払消費税等  34,980 21,427 

６．未成調査等受入金  62,326 35,893 

７．預り金  11,380 9,338 

８．賞与引当金  131,622 100,007 

９．その他  1,529 1,529 

流動負債合計  628,500 16.2 542,607 14.1 

Ⅱ 固定負債    

１．長期未払金  130,598 162,174 

２．退職給付引当金  433,696 418,299 

３．役員退職慰労引当金  58,708   －   

固定負債合計  623,003 16.0 580,474 15.1 

負債合計  1,251,504 32.2 1,123,081 29.2 

     

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※３ 396,200 10.2 396,200 10.3 

Ⅱ 資本剰余金    

１．資本準備金  350,105 350,105   

資本剰余金合計  350,105 9.0 350,105 9.1 

Ⅲ 利益剰余金    

１．利益準備金  37,893 37,893   

２．任意積立金    

   別途積立金  1,723,000 1,803,000   

３．当期未処分利益  152,089 150,627   

利益剰余金合計  1,912,982 49.1 1,991,520 51.8 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

※６ 368 0.0 1,420 0.0 

Ⅴ 自己株式 ※４ △19,728 △0.5 △19,728 △0.5 

資本合計  2,639,928 67.8 2,719,518 70.8 

負債・資本合計  3,891,433 100.0 3,842,600 100.0 

     



②【損益計算書】 

   
第38期 

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

第39期 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高    

１．調査売上高  2,396,317 2,293,665   

２．計量売上高  1,963,377 2,080,036   

３．建築物管理売上高  223,983 4,583,678 100.0 219,276 4,592,977 100.0 

Ⅱ 売上原価    

１．調査原価  1,656,620 1,606,038   

２．計量原価  1,189,532 1,302,080   

３．建築物管理原価  153,414 2,999,567 65.4 162,181 3,070,300 66.8 

売上総利益  1,584,110 34.6 1,522,676 33.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

１．役員報酬  73,080 78,063   

２．給料手当  617,138 634,983   

３．賞与引当金繰入額  48,028 34,640   

４．法定・福利厚生費  117,484 118,411   

５．退職給付費用  11,601 5,005   

６．役員退職慰労引当金繰
入額 

 10,010 －   

７．旅費・交通費  46,511 49,933   

８．通信運搬費  33,702 36,632   

９．地代家賃・賃借料  95,520 98,087   

10．研究開発費 ※２ 13,532 9,339   

11．減価償却費  7,056 10,405   

12．その他  188,502 1,262,171 27.5 190,019 1,265,522 27.6 

営業利益  321,939 7.0 257,154 5.6 

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息  23 21   

２．賃貸料収入 ※１ 1,773 1,670   

３．受取配当金   642 524   

４．貸倒に係る消費税控除
額 

 893 －   

５．講演会等謝金   －     537     

６．その他   ※１  1,587 4,920 0.1 1,546 4,299 0.1 

     
 



   
第38期 

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

第39期 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息  831 605   

２．その他  7 838 0.0 － 605 0.0 

経常利益  326,021 7.1 260,848 5.7 

Ⅵ 特別利益    

１．貸倒引当金戻入益   1,988 267   

２．退職給付制度移行利益  18,734     －     

 ３．投資有価証券売却益  － 20,723 0.5 4,923 5,190 0.1 

Ⅶ 特別損失    

１．固定資産除却損 ※３ 14,049 2,676   

２．会員権評価損   350 －   

３．退職給付会計基準変更
時差異処理額 

  12,267 12,267   

４．役員退職慰労引当金繰
入額 

 48,698 －   

５．本社移転費用  － 7,009   

６．公正取引委員会課徴金  － 2,300   

７．投資有価証券評価損  1,999 －   

８．投資有価証券売却損  － 77,364 1.7 90 24,344 0.5 

税引前当期純利益  269,380 5.9 241,695 5.3 

法人税、住民税及び事
業税 

 128,069 83,265   

法人税等調整額  △4,529 123,539 2.7 17,779 101,045 2.2 

当期純利益  145,840 3.2 140,650 3.1 

前期繰越利益  25,705 29,433 

中間配当額  19,456 19,456 

当期未処分利益  152,089 150,627 

     



売上原価明細書 

(a)調査原価明細書 

    
第38期 

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

第39期 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費   28,463 1.8 34,232 2.1 

Ⅱ 労務費 ※２  712,878 44.0 708,412 43.9 

Ⅲ 外注費   414,210 25.6 443,521 27.5 

Ⅳ 経費     

１．旅費・交通費  82,425 80,870   

２．地代家賃・賃借料  121,682 117,048   

３．報告書作成費  40,843 36,812   

４．減価償却費  50,862 42,286   

５．その他  167,144 462,957 28.6 152,006 429,024 26.5 

当期調査費用合計   1,618,510 100.0 1,615,191 100.0 

期首未成調査支出金   466,780 428,669 

合計   2,085,290 2,043,861 

期末未成調査支出金   428,669 437,822 

当期調査原価   1,656,620 1,606,038 

 （注）１．原価計算の方法 第38期 個別原価計算 第39期 同左 

※２．賞与引当金繰入額 第38期 42,200千円 第39期 31,838千円



(b)計量原価明細書 

 （注）１．計量業務は、一度に多量の測定業務を行う室内試験測定がほとんどであり、作業開始から完了までの期間が

短期間であり、また１件当たりの受注額が少額であるため、発生原価をもって売上原価としております。 

(c)建築物管理原価明細書 

 （注）１．建築物管理業務は、作業開始から完了までの期間が短期間であり、また１件当たりの受注額が少額であるた

め、発生原価をもって売上原価としております。 

    
第38期 

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

第39期 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費   85,315 7.2 88,935 6.8 

Ⅱ 労務費 ※２  604,414 50.8 648,271 49.8 

Ⅲ 外注費   118,700 10.0 160,643 12.3 

Ⅳ 経費     

１．旅費・交通費  28,993 30,925   

２．地代家賃・賃借料  83,110 82,522   

３．報告書作成費  7,798 6,825   

４．減価償却費  88,833 88,942   

５．その他  172,365 381,102 32.0 195,015 404,230 31.1 

当期計量原価  1,189,532 100.0 1,302,080 100.0 

※２．賞与引当金繰入額 第38期 35,779千円 第39期   29,135千円

    
第38期 

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

第39期 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費   12,987 8.5 20,149 12.4 

Ⅱ 労務費 ※２  94,832 61.8 97,738 60.3 

Ⅲ 外注費   15,778 10.3 10,501 6.5 

Ⅳ 経費     

１．旅費・交通費  7,564 8,182   

２．地代家賃・賃借料  8,750 8,287   

３．報告書作成費  890 928   

４．減価償却費  3,134 4,466   

５．その他  9,474 29,815 19.4 11,927 33,792 20.8 

当期建築物管理原価   153,414 100.0 162,181 100.0 

※２．賞与引当金繰入額 第38期 5,613千円 第39期 4,392千円



③【キャッシュ・フロー計算書】 

    
第38期 

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

第39期 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       

税引前当期純利益   269,380 241,695 

減価償却費   149,928 146,442 

貸倒引当金の減少額   △27,235 △409 

賞与引当金の減少額   △2,242 △31,615 

長期未払金の増加額   130,598 31,575 

退職給付引当金の減少額   △214,702 △15,396 

役員退職慰労引当金増加額（△減少
額） 

  58,708 △58,708 

受取利息及び受取配当金   △666 △545 

支払利息   831 605 

役員賞与の支払額   △24,350 △23,200 

有形固定資産除却損   7,155 2,676 

投資有価証券売却益   － △4,923 

公正取引委員会課徴金    － 2,300 

売上債権の減少額(△増加額)   48,960 △212,836 

未成調査等受入金の減少額   △26,733 △26,432 

未成調査支出金の減少額（△増加額）   38,110 △9,152 

仕入債務の増加額   2,923 68,510 

その他資産の減少額（△増加額）   25,599 △22,522 

その他負債の増加額（△減少額）   33,823 △10,981 

小計   470,089 77,082 

利息及び配当金の受取額   666 545 

利息の支払額   △831 △605 

法人税等の支払額   △200,878 △108,382 

営業活動によるキャッシュ・フロー   269,046 △31,359 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       

有形固定資産の取得による支出   △193,252 △175,477 

投資有価証券の取得による支出   － △18,546 

投資有価証券の売却による収入   － 31,581 

無形固定資産の取得による支出   △4,178 △3,172 

貸付けの返済による収入   100 153 

貸付けによる支出    － △500 

その他（△減少額）   △8,461 12,314 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △205,792 △153,647 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       

短期借入れによる収入   350,000 250,000 

短期借入金の返済による支出   △350,000 △250,000 

配当金の支払額   △54,359 △38,863 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △54,359 △38,863 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額(△減少額)   8,894 △223,870 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   876,110 885,004 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高   885,004 661,133 

     



④【利益処分計算書】 

   
第38期 

株主総会承認日 
（平成16年12月16日） 

第39期 
株主総会承認日 

（平成17年12月16日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益  152,089   150,627 

Ⅱ 利益処分額    

１．配当金  19,456 19,456 

２．役員賞与金  23,200 23,588 

(うち監査役賞与金)  (1,950) (2,040) 

３．任意積立金    

別途積立金  80,000 122,656 70,000 113,044 

Ⅲ 次期繰越利益  29,433   37,583 

     



重要な会計方針 

項目 
第38期 

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

第39期 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

その他有価証券 

時価（市場価格）のあるもの 

 期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定）を採用しております。 

その他有価証券 

時価（市場価格）のあるもの 

同左 

  時価（市場価格）のないもの 

 移動平均法による原価法を採用して

おります。 

時価（市場価格）のないもの 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1)未成調査支出金 

 個別法による原価法を採用しており

ます。 

(1)未成調査支出金 

同左 

  (2)貯蔵品 

 最終仕入原価法による原価法を採用

しております。 

(2)貯蔵品 

同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1)有形固定資産 

 定率法（ただし、建物（建物附属設

備を除く）については定額法）を採用

しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

 建物       ２～52年 

 機械装置     ５～９年 

 工具器具及び備品 ２～20年 

(1)有形固定資産 

同左 

  (2)無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいております。 

(2)無形固定資産 

同左 

４．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

(1)貸倒引当金 

同左 

  (2)賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるため、

支給見込額に基づき計上しておりま

す。 

(2)賞与引当金 

同左 

 



項目 
第38期 

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

第39期 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

  (3)退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務の見

込額に基づき計上しております。 

 なお、会計基準変更時差異（87,551

千円）については、５年による按分額

を費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、各事業年度の

発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（５年）による

定額法により按分した額をそれぞれ発

生の翌事業年度から費用処理すること

としております。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（５年）による定額法により費用処

理することとしております。 

（追加情報） 

 当社は、確定拠出年金法の施行に伴

い、平成15年10月１日付けで退職金規

程の改定を行い、退職一時金制度から

前払退職金制度と確定拠出年金制度に

移行しており、この移行は従来の退職

金制度の一部終了を伴います。この制

度終了により、「退職給付制度間の移

行等に関する会計処理」（企業会計基

準適用指針第１号）を適用しておりま

す。それに伴い、会計基準変更時差異

（10,485千円）、数理計算上の差異

（19,429千円）を一括償却し、退職給

付債務の取崩益（48,649千円）との差

額を特別利益18,734千円として計上し

ております。 

(3)退職給付引当金 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

────── 

  (4)役員退職慰労引当金  

 役員の退職慰労金の支出に備えて、

役員退職慰労金規程に基づく期末要支

給額を計上しております。 

（会計処理方法の変更） 

 役員退職慰労金につきましては、従

来、支出時の費用として処理しており

ましたが、当事業年度より、内規に基

づく当期末要支給額を役員退職慰労引

当金として計上する方法に変更してお

ります。 

 この変更は、役員退職慰労引当金の

計上が会計慣行として定着してきたこ

とに鑑み、役員退職慰労金規程の整備

が行われたことを機に、期間損益の適

正化と財務内容の健全化を図るために

行ったものであります。 

(4)役員退職慰労引当金  

────── 

  

  

（追加情報） 

 従来、役員の退職慰労金の支出に備

えて、役員退職慰労金規定に基づく期

末要支給額を計上しておりましたが、

平成16年８月27日開催の取締役会によ

り、平成16年９月30日をもって役員退

職慰労金制度を廃止することを決議

し、平成16年12月16日の定時株主総会

において、退職慰労金制度廃止に伴う

慰労金贈呈の件が承認可決したことに

伴い、当事業年度より計上しておりま

せん。         

 この役員退職慰労金制度の廃止に伴  

 



項目 
第38期 

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

第39期 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

  この変更に伴い、当事業年度増加分

10,010千円を販売費及び一般管理費

に、過年度分48,698千円を特別損失に

計上した結果、営業利益及び経常利益

はそれぞれ10,010千円減少し、税引前

当期純利益は58,708千円減少しており

ます。 

 また、この変更は、役員退職慰労金

支給内規の整備に基づき当下期より実

施しております。従いまして、当中間

期は従来の方法によっており、当中間

期において当期に採用した会計処理に

よった場合、当中間会計期間発生額

5,005千円を販売費及び一般管理費に、

過年度分48,698千円を特別損失に計上

する結果、営業利益及び経常利益は

5,005千円、税引前中間純利益は53,703

千円それぞれ減少することとなりま

す。 

 なお、平成16年８月27日開催の取締

役会において、平成16年９月30日をも

って役員退職慰労金制度を廃止するこ

とを決議いたしております。 

い、当社の前事業年度末役員退職慰労

引当金残高58,708千円のうち、当事業

年度に1,471千円の目的取崩を実施し、

残額57,237千円については、固定負債

の「長期未払金」に振替えておりま

す。 

  

  

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

６．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 キャッシュ・フロー計算書における資

金（現金及び現金同等物）は、手許資

金、随時引き出し可能な預金・満期まで

の預入期間が３ヶ月以内の定期預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない短

期投資からなっております。 

同左 

７．消費税等の処理方法  消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜き方式によっております。 

同左 



表示方法の変更 

第38期 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

第39期 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

（損益計算書） 

 前事業年度まで営業外収益の「その他」に含めて表示

しておりました「受取配当金」は、営業外収益の総額の

100分の10を超えたため区分掲記しました。 

 なお、前事業年度における「受取配当金」の金額は、

281千円であります。 

（損益計算書） 

 前事業年度まで営業外収益の「その他」に含めて表示

しておりました「講演会等謝金」は、営業外収益の総額

の100分の10を超えたため区分掲記しました。 

 なお、前事業年度における「講演会等謝金」の金額

は、36千円であります。 

   追加情報  

第38期 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

第39期 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

 ────── 

  

 （外形標準課税） 

 「地方税等の一部を改正する法律」（平成15年法律第9

号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１日

以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入さ

れたことに伴い、当会計期間から「法人事業税における

外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」（平成16年２月13日 企業会計基準委員会

実務対応報告第12号）に従い法人事業税の付加価値割及

び資本割については、販売費及び一般管理費に計上して

おります。 

 この結果、販売費及び一般管理費が10,876千円増加

し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が、

10,876千円減少しております。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

第38期 
（平成16年９月30日） 

第39期 
（平成17年９月30日） 

※１ 担保に供している資産及びこれに対応する債務は

次のとおりであります。 

※１ 担保に供している資産及びこれに対応する債務は

次のとおりであります。 

(1)担保に供している資産 (1)担保に供している資産 

建物       40,523千円

土地 56,602 

計 97,125 

建物         39,373千円

土地 56,602 

計 95,975 

(2)担保権によって担保されている債務 

 期末日現在、上記担保に対応する当座貸越契約

(借越限度額350,000千円)の実行はありません。 

(2)担保権によって担保されている債務 

 期末日現在、上記担保に対応する当座貸越契約

(借越限度額350,000千円)の実行はありません。 

※２ 関係会社に対するものが次のとおり含まれており

ます。 

※２ 関係会社に対するものが次のとおり含まれており

ます。 

調査等未収入金       39,326千円 調査等未収入金        99,389千円

※３ 会社が発行する株式の総数及び発行済株式の総数 ※３ 会社が発行する株式の総数及び発行済株式の総数 

会社が発行する株式の

総数 
普通株式 13,600,000株

発行済株式の総数 普通株式  3,920,000株

会社が発行する株式の

総数 
普通株式 13,600,000株

発行済株式の総数 普通株式  3,920,000株

 ただし、自己株式の消却が行われた場合には、

これに相当する株式数を減ずる旨定款で定めてお

ります。 

 ただし、自己株式の消却が行われた場合には、

これに相当する株式数を減ずる旨定款で定めてお

ります。 

※４ 自己株式 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式

28,800株であります。 

※４ 自己株式 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式

28,800株であります。 

 ５ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行３行と当座貸越契約を締結しております。これ

ら契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次

のとおりであります。 

 ５ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行３行と当座貸越契約を締結しております。これ

ら契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次

のとおりであります。 

当座貸越極度額 1,100,000千円

借入実行残高 － 

 差引額 1,100,000 

当座貸越極度額  1,100,000千円

借入実行残高  － 

 差引額 1,100,000 

※６ 配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規程する資産に時

価を付したことにより増加した純資産は368千円で

あります。 

※６ 配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規程する資産に時

価を付したことにより増加した純資産は1,420千円

であります。 



（損益計算書関係） 

（キャッシュ・フロー計算書関係） 

第38期 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

第39期 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

※１ 関係会社との取引に係るものは次のとおりであり

ます。 

※１ 関係会社との取引に係るものは次のとおりであり

ます。 

賃貸料収入    457千円

その他（事務収入）    228千円

賃貸料収入       457千円

その他（事務収入）       228千円

※２ 研究開発費の総額 ※２ 研究開発費の総額 

販売費及び一般管理費      13,532千円 販売費及び一般管理費          9,339千円

※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

建物 6,241千円

構築物 9 

機械装置 90 

車両運搬具 － 

工具器具及び備品 813 

解体撤去費 6,893 

計 14,049 

建物      1,073千円

構築物  151 

機械装置  202 

車両運搬具  159 

工具器具及び備品  1,089 

解体撤去費      － 

計       2,676 

第38期 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

第39期 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目との関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目との関係 

（平成16年９月30日現在） （平成17年９月30日現在） 

現金及び預金勘定       905,004千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預

金 
△20,000 

現金及び現金同等物 885,004 

現金及び預金勘定        681,133千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預

金 
△20,000 

現金及び現金同等物 661,133 



（リース取引関係） 

第38期 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

第39期 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

建物 59,400 47,520 11,880 

機械装置 53,260 39,621 13,638 

工具器具及び
備品 

179,680 109,731 69,949 

合計 292,340 196,872 95,467 

取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

建物 59,400 59,400 － 

機械装置 53,260 49,144 4,115 

工具器具及び
備品 

174,940 96,511 78,428 

合計 287,600 205,056 82,544 

（2）未経過リース料期末残高相当額 （2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内       56,294千円

１年超 41,486 

計 97,781 

１年内         29,425千円

１年超 54,608 

計 84,034 

（3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

（3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料       63,247千円

減価償却費相当額       60,658千円

支払利息相当額      1,988千円

支払リース料          58,673千円

減価償却費相当額       56,595千円

支払利息相当額      1,342千円

（4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

（4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

（5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

（5）利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料    未経過リース料 

１年内    949千円 

１年超     2,768千円 

 合計      3,717千円 

１年内       949千円 

１年超          1,819千円 

 合計           2,768千円 



（有価証券関係） 

前事業年度（平成16年９月30日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価（市場価格）のあるもの 

２．当事業年度中に売却したその他有価証券（自平成15年10月１日 至平成16年９月30日） 

 該当事項はありません。 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

貸借対照表計上額が取得原

価を超えるもの 

種類 取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

（1）株式 8,232 9,980 1,748 

（2）債券 － － － 

（3）その他 － － － 

小計 8,232 9,980 1,748 

貸借対照表計上額が取得原

価を超えないもの 

（1）株式 6,969 5,951 △1,018 

（2）債券 － － － 

（3）その他 2,060 1,950 △110 

小計 9,029 7,901 △1,128 

合計 17,262 17,882 619 

種類 貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式（店頭売買株式を除く） 4,400 



当事業年度（平成17年９月30日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価（市場価格）のあるもの 

２．当事業年度中に売却したその他有価証券（自平成16年10月１日 至平成17年９月30日） 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前事業年度（自平成15年10月１日 至平成16年９月30日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので該当事項はありません。 

当事業年度（自平成16年10月１日 至平成17年９月30日） 

 同上 

貸借対照表計上額が取得原

価を超えるもの 

種類 取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

（1）株式 5,146 8,161 3,014 

（2）債券 － － － 

（3）その他 － － － 

小計 5,146 8,161 3,014 

貸借対照表計上額が取得原

価を超えないもの 

（1）株式 3,912 3,286 △626 

（2）債券 － － － 

（3）その他 － － － 

小計 3,912 3,286 △626 

合計 9,059 11,447 2,387 

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

31,581 4,923 90 

種類 貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 4,400 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、前払退職金制度、確定拠出年金制度及び退職一時金制度を設けております。 

 なお、平成15年10月１日付で退職金規程の改定を行い、退職一時金制度の一部を残して前払退職金制度と確

定拠出年金制度に移行しております。 

２．退職給付債務及びその内訳 

  前事業年度（平成16年９月30日現在） 

  退職一時金制度から前払退職金制度及び確定拠出年金制度への一部移行に伴う影響額は次のとおりであります。 

 なお、確定拠出年金制度への資産移換額は175,400千円であり、当事業年度から８年間で移換する予定であります。

当事業年度末時点の未移換額は流動負債のその他（未払金）に21,770千円、長期未払金に130,598千円それぞれ計上し

ております。 

  当事業年度（平成17年９月30日現在） 

  当事業年度末時点における確定拠出年金制度への資産未移管額は流動負債のその他（未払金）に20,987千円、長期未

払金に104,936千円それぞれ計上しております。 

  
第38期 

（平成16年９月30日） 
第39期 

（平成17年９月30日） 

(1)退職給付債務（千円） △322,700 △320,371 

(2) 年金資産（千円） －  －  

(3)未積立退職給付債務 (1)＋(2)（千円） △322,700 △320,371 

(4)会計基準変更時差異の未処理額（千円） 12,267 － 

(5)未認識数理計算上の差異（千円） 31,299 17,993 

(6) 未認識過去勤務債務（債務の減額）（千円） △154,562  △115,921  

(7)貸借対照表計上額純額(3)＋(4)＋(5)＋(6) 

（千円） 
△433,696 △418,299 

(8)前払年金費用（千円） － － 

(9) 退職給付引当金 (7)－(8)（千円） △433,696  △418,299  

退職給付債務の減少         417,253千円

会計基準変更時差異の未処理額 △10,485 

未認識数理計算上の差異 △19,429 

未認識過去勤務債務 △193,202 

退職給付引当金の減少 194,135 



３．退職給付費用の内訳 

４．退職給付債務の計算基礎 

  
第38期 

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

第39期 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

退職給付費用（千円）  34,009   53,248  

 (1)勤務費用（千円） － － 

 (2)利息費用（千円） 8,276 8,067 

 (3)期待運用収益（減算）（千円） － － 

 (4)会計基準変更時差異の費用処理額（千円） 12,267 12,267 

 (5)数理計算上の差異の費用処理額（千円） 11,791 11,316 

 (6)過去勤務債務の費用処理額（千円） △38,640 △38,640 

 (7)前払退職金制度及び確定拠出年金制度への移 

行に伴う損益（千円） 
△18,734 － 

 (8)前払退職金支給額（千円） 18,807 16,274 

 (9)確定拠出年金への掛金支払額（千円） 40,241 43,961 

  
第38期 

（平成16年９月30日） 
第39期 

（平成17年９月30日） 

(1)退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準 

(2)割引率（％） 2.5 2.5 

(3)期待運用収益率 － － 

(4)数理計算上の差異の処理年数（年） ５ ５  

  

（各事業年度の発生時におけ
る従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数による定額法に
より按分した額をそれぞれ発生
の翌事業年度から費用処理する
こととしております。） 

同左 

(5)会計基準変更時差異の処理年数（年） ５  ５ 

(6)過去勤務債務の額の処理年数（年） ５ ５ 



（税効果会計関係） 

1．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因とな

った主要な項目別の内訳 

（持分法損益等） 

前事業年度（自平成15年10月１日 至平成16年９月30日） 

 該当事項はありません。 

当事業年度（自平成16年10月１日 至平成17年９月30日） 

 該当事項はありません。 

  
第38期 

（平成16年９月30日） 
第39期 

（平成17年９月30日） 

繰延税金資産 

退職給付引当金超過額 

確定拠出年金移行に伴う未払金 

役員退職慰労引当金 

賞与引当金超過額 

貸倒引当金損金算入限度超過額 

未払事業税否認 

その他 

繰延税金資産計 

  

繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金 

繰延税金負債計 

繰延税金資産（負債）の純額 

 

    151,887千円

61,709 

23,777 

53,307 

4,136 

3,401 

11,069 

309,289 

  

  

△251 

△251 

309,038 

 

     157,531千円

50,999 

23,181 

40,503 

2,656 

4,170 

12,468 

291,509 

  

  

△967 

△967 

290,542 

  
第38期 

（平成16年９月30日） 
第39期 

（平成17年９月30日） 

  

法定実効税率 

（調整） 

交際費等永久に損金に算入されない項目 

住民税均等割 

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正

試験研究費の税額控除 

その他 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 

 

42.0％ 

  

0.5 

3.1 

0.9 

△0.2 

△0.4 

45.9 

 

40.5％ 

  

0.6 

3.6 

－ 

△0.1 

△2.8 

41.8 



【関連当事者との取引】 

前事業年度（自平成15年10月１日 至平成16年９月30日） 

  親会社及び法人主要株主等 

 （注）１．上記の金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。 

２．取引条件ないし取引条件の決定方針等 

   取引価格については、個別に見積書を提出し価格交渉の上、決定しております。 

当事業年度（自平成16年10月１日 至平成17年９月30日） 

  親会社及び法人主要株主等 

 （注）１．上記の金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。 

２．取引条件ないし取引条件の決定方針等 

       ①環境関連業務の請負については、個別に見積書を提出し価格交渉の上、決定しております。 

   ②事務所の賃貸については、近隣の取引実勢に基づいて決定しております。 

属性 
会社等の 
名称 

住所 
資本金又は
出資金 
（千円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社 応用地質㈱ 
東京都 

千代田区 
16,174,600 

地質調査等

建設コンサ

ルタント  

被所有割合 

直接 

68.6％ 

役員 

１名

環境関

連業務

の請負

環境関連業

務の請負 
456,313 

調査等未

収入金 
39,326 

計測機器の

製造販売  

未成調査

等受入金 
13,526 

属性 
会社等の 
名称 

住所 
資本金又は
出資金 
（千円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社 応用地質㈱ 
東京都 

千代田区 
16,174,600 

地質調査等

建設コンサ

ルタント 被所有割合 

直接 

68.6％ 

役員 

１名

環境関

連業務

の請負

環境関連業

務の請負 
506,101 

調査等未

収入金 
99,389 

計測機器の

製造販売 

  

未成調査

等受入金 
－ 

事務所の賃

貸  
457 － － 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

     該当事項はありません。 

第38期 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

第39期 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

１株当たり純資産額       672.47円

１株当たり当期純利益金額      31.52円

１株当たり純資産額             692.83円

１株当たり当期純利益金額           30.08円

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  
第38期 

(自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日) 

第39期 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

当期純利益（千円） 145,840 140,650 

普通株主に帰属しない金額（千円） 23,200 23,588 

（うち利益処分による役員賞与金） (23,200) (23,588) 

普通株式に係る当期純利益（千円） 122,640 117,062 

期中平均株式数（千株） 3,891 3,891 



⑤【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

有価証券の金額が資産の総額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第121条の規定により記載を省略

しております。 

【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．当期増加額・減少額のうち主なものは次のとおりであります。 

 ２．無形固定資産の金額が資産の総額の100分の１以下であるため、「前期末残高」、「当期増加額」及び「当

期減少額」の記載を省略しております。 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 該当事項はありません。 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高 
（千円） 

有形固定資産               

建物 841,203 25,940 3,520 863,623 386,694 37,217 476,928 

構築物 22,196 1,200 383 23,012 13,332 1,680 9,679 

機械装置 337,909 3,212 790 340,331 260,432 23,198 79,899 

車両運搬具 9,314 － 3,190 6,123 5,804 29 319 

工具器具及び備品 952,399 82,518 20,771 1,014,146 810,124 78,710 204,021 

土地 576,301 － － 576,301 － － 576,301 

有形固定資産計 2,739,324 112,871 28,657 2,823,538 1,476,389 140,836 1,347,149 

無形固定資産               

電話加入権 － － － 9,994 － － 9,994 

施設利用権 － － － 1,350 593 124 757 

ソフトウェア － － － 18,554 10,050 3,947 8,504 

無形固定資産計 － － － 29,899 10,643 4,071 19,256 

長期前払費用 7,888 700 3,354 5,234 2,761 1,535 2,472 

繰延資産               

－ － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 

建物 

増加額 盛岡支店 
分析室関連設備の取

得 
9,462千円 

増加額  本社  
新事務所設備造作費

用  
9,020千円 

工具器具及び備品 

増加額 大阪支社 
分析装置・測定機器

の取得 
21,860千円 

増加額  札幌支社  
分析装置・測定機器

の取得 
17,774千円 

減少額  名古屋支店  測定機器の除却 8,482千円 



【資本金等明細表】 

 （注）１．当期末における自己株式数は、28,800株であります。 

    ２．当期増加額は、前期決算の利益処分によるものであります。 

【引当金明細表】 

 （注）１．貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額及び債権回収による戻入 

  額であります。 

     ２．役員退職慰労引当金の「当期減少額（その他）」は、役員退職慰労金制度の廃止に伴うものであり、「長 

  期未払金」に振替えております。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（千円） 396,200 － － 396,200 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式 （注）１ （株） 3,920,000 － － 3,920,000 

普通株式 （千円） 396,200 － － 396,200 

計 （株） 3,920,000 － － 3,920,000 

計 （千円） 396,200 － － 396,200 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金）           

株式払込剰余金 （千円） 350,105 － － 350,105 

計 （千円） 350,105 － － 350,105 

利益準備金及

び任意積立金 

（利益準備金） （千円） 37,893 － － 37,893 

（任意積立金）           

別途積立金（注）２ （千円） 1,723,000 80,000 － 1,803,000 

計 （千円） 1,760,893 80,000 － 1,840,893 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 18,732 5,070 － 5,480 18,322 

賞与引当金 131,622 100,007 131,622 － 100,007 

役員退職慰労引当金 58,708 － 1,471 57,237 － 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

１）現金及び預金 

２）受取手形 

(イ)相手先別内訳 

(ロ)期日別内訳 

区分 金額（千円） 

現金 5,034 

預金の種類   

普通預金 655,818 

定期預金 20,000 

郵便振替口座 281 

小計 676,099 

合計 681,133 

相手先 金額（千円） 

㈱エヌティーコンサルタント 9,135 

㈱竹内組 8,000 

㈱間組 4,440 

コスモエンジニアリング㈱ 2,940 

㈱グリーンラボ 1,760 

その他 17,560 

合計 43,835 

期日別 金額（千円） 

平成17年10月 7,647 

11月 10,737 

12月 14,552 

平成18年１月 1,763 

２月 3,000 

３月 3,000 

４月以降 3,135 

合計 43,835 



３）調査等未収入金 

(イ)相手先別内訳 

(ロ）調査等未収入金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注）当期発生高には消費税等が含まれております。 

４）未成調査支出金 

５）貯蔵品 

６）繰延税金資産 

財務諸表の（税効果会計関係）注記を参照 

相手先 金額（千円） 

応用地質㈱ 99,389 

㈱きんでん 58,065 

青森県庁 管財課 38,619 

三洋テクノマリン㈱  19,621 

㈱間組 13,261 

その他 621,149 

合計 850,106 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高 
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

×100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

655,661 4,822,626 4,628,181 850,106 84.5 57.0 

区分 金額（千円） 

材料費 13,573 

労務費 228,132 

外注費 63,349 

経費 132,765 

合計 437,822 

品目 金額（千円） 

分析試薬 12,572 

建築物管理薬品 2,316 

測定用部材 1,484 

その他 － 

合計 16,374 



② 負債の部 

１）調査等未払金 

２）退職給付引当金 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

相手先 金額（千円） 

㈱産業公害・医学研究所 32,313 

㈱地域環境計画 9,450 

㈲アンエイ商事 9,230 

環境科学㈱ 8,074 

㈲生物科学研究所 7,749 

その他 150,883 

合計 217,701 

区分 金額（千円） 

退職給付債務 320,371 

会計基準変更時差異の未処理額 － 

未認識数理計算上の差異 △17,993 

未認識過去勤務債務（債務の減額） 115,921 

合計 418,299 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注）当社は、従来日本経済新聞に掲載していた決算公告に代えて、当社のホームページ（ＵＲＬ  

http://www.ns-kankyo.co.jp）に貸借対照表及び損益計算書を掲載しております。 

決算期 ９月３０日 

定時株主総会 １２月中 

基準日 ９月３０日 

株券の種類 100株券、1,000株券、10,000株券 

中間配当基準日 ３月３１日 

１単元の株式数 １００株 

株式の名義書換え   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番２号 

 東京証券代行株式会社 本店 

代理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番２号 

 東京証券代行株式会社 

取次所 東京証券代行株式会社 各営業所及び取次所 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番２号 

 東京証券代行株式会社 本店 

代理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番２号 

 東京証券代行株式会社 

取次所 東京証券代行株式会社 各営業所及び取次所 

買取手数料 無料 

公告掲載新聞名 日本経済新聞 

株主に対する特典 なし 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社の親会社等である応用地質株式会社は、継続開示会社であり、東京証券取引所に上場しております。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1)有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第38期）（自 平成15年10月１日 至 平成16年９月30日）平成16年12月16日関東財務局長に提出

(2)有価証券報告書の訂正報告書 

 平成16年12月16日提出の有価証券報告書（上記(1)）に係る訂正報告書であります。 

                                  平成16年12月22日関東財務局長に提出

(3)半期報告書 

（第39期中）（自 平成16年10月１日 至 平成17年３月31日）   平成17年６月17日関東財務局長に提出

  

  

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月１６日

エ ヌ エ ス 環 境 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているエヌエス環境株式会

社の平成１５年１０月１日から平成１６年９月３０日までの第３８期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キ

ャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、エヌエス環境株式会

社の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべて

の重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 「重要な会計方針」４．(4)に記載されているとおり、会社は役員退職慰労引当金の会計処理につき、従来は支出時に費用処理して

いたが、当事業年度から役員退職慰労金規定に基づく期末要支給額を役員退職慰労引当金として計上する方法に変更した。 

  

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 布施木 孝 叔 

      

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 吉 澤 祥 次 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１６日

エ ヌ エ ス 環 境 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているエヌエス環境株式会

社の平成１６年１０月１日から平成１７年９月３０日までの第３９期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キ

ャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、エヌエス環境株式会

社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべて

の重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 布施木 孝 叔 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 吉 澤 祥 次 
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